
参考資料３ 

千葉市環境審議会運営要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、千葉市環境基本条例（平成６年千葉市条例第４３号。 以

下「条例」という。）第３２条の規定に基づき、千葉市環境審議会（ 以下「審

議会」という。）の組織及び運営に関し必要な事項について定めるものとする。 

 

（審議会） 

第２条 審議会の会議は、会長が招集し、その議長となる。 

２ 審議会は、委員の半数以上の出席がなければ会議を開くことができない。 

３ 審議会の議事は、出席委員の過半数をもって決し、可否同数のときは議長

の決するところによる。 

 

（部会） 

第３条 条例第２８条第１項の規定に基づき、別表第 1 のとおり部会を置き、

その所掌は同表のとおりとする。 

２ 部会の会議は、部会長が招集し、その議長となる。 

３ 部会は、部会委員の半数以上の出席がなければ会議を開くことができない。 

４ 部会の議事は、出席委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長

の決するところによる。 

５ 部会の決議は、条例第２８条第６項の規定に基づき、これをもって審議会

の決議とする。ただし、審議結果が特に重要事項として部会の議決を得たも

のは、部会長が審議会に報告するものとする。 

 

（専門委員会） 

第４条 条例第２９条第１項の規定に基づき、別表第２のとおり専門委員会を

置き、その所属及び所掌は同表のとおりとする。 

２ 専門委員会は、会長又は部会長の指示に基づき調査研究する。 

３ 専門委員会に委員長及び副委員長を置き、専門委員会に属する委員の互選

により定める。 

４ 委員長は、委員会の事務を掌理する。 

５ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるときは、その職務を代

理する。 

６ 専門委員会の会議は、委員長が招集し、その議長となる。 

７ 委員長は、専門委員会における調査研究事項の経過及び結果を、審議会に

おかれる専門委員会にあっては審議会に、部会におかれる専門委員会にあっ

てはその所属する部会に報告しなければならない。 

８ 前各項に定めるもののほか、専門委員会の運営に関し必要な事項は、審議

会におかれる専門委員会にあっては会長が審議会に諮って定める。また、部

会におかれる専門委員会にあっては部会長が部会に諮って定める。 

 

 



（庶務） 

第５条 審議会及び部会の庶務は、環境局環境保全部環境総務課において処理

する。 

２ 専門委員会の庶務は当該専門委員会を所管する課において処理する。 

 

（委任） 

第６条 この要綱に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、会

長が審議会に諮って定める。 

 

   附 則 

１ この要綱は、平成１５年７月１日から施行する。 

２ 次に掲げる要綱及び要領は、廃止する。 

（１）地下水汚染調査対策検討委員会設置要綱（平成５年５月１０日施行） 

（２）千葉市先端技術産業環境保全対策調査検討委員会設置要綱（平成６年１

月５日施行） 

（３）千葉市環境審議会運営要領（平成７年１月１７日施行） 

（４）千葉市水環境保全対策専門委員会設置要綱（平成１０年３月１日施行） 

（５）千葉市大気環境保全委員会設置要綱（平成１０年４月１日施行） 

 

附 則 

この要綱は、平成１８年２月１６日から施行する。 

 

附 則 

この要綱は、平成２２年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この要綱は、平成２２年６月１日から施行する。 

 

附 則 

この要綱は、平成２３年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この要綱は、平成２３年７月１日から施行する。 

 

   附 則 

この要綱は、平成２４年５月２３日から施行する。 

 

   附 則 

この要綱は、平成２４年１０月９日から施行する。 

 

   附 則 

この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。 



   附 則 

この要綱は、平成２５年７月２４日から施行する。 

 

   附 則 

この要綱は、平成２６年８月１８日から施行する。 

 

附 則 

この要綱は、平成２６年１１月１４日から施行する。 

 

附 則 

この要綱は、平成２７年８月６日から施行する。 

 

 

別表１ 

部  会  名 所     掌 

１ 環境総合施策部会 (1) 地球環境の保全に関すること。 

(2) 環境学習・教育等に関すること。 

(3) その他総括的環境施策に関すること。 

２ 環境保全推進計画部会 (1) 大気環境の保全に関すること。 

(2) 水環境の保全に関すること。 

(3) 地下水及び土壌の保全に関すること。 

(4) 化学物質対策に関すること。 

(5) 自然環境の保全に関すること。 

(6) 先端技術に係る環境保全対策に関すること。 

(7) その他地域環境対策に関すること。 

 

別表２ 

 専門委員会名 所  属 所  掌 

１ 

防災拠点再生可能エネ

ルギー等導入推進基金

事業専門委員会 

環境総合施策

部会 

防災拠点再生可能エネルギー

等導入推進基金事業に関する

こと。 

２ 
地球温暖化対策専門委

員会 

環境総合施策

部会 
地球温暖化対策に関すること。 

３ 地下水保全専門委員会 
環境保全推進

計画部会 

地下水及び土壌の保全に関す

ること。 

 


